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Ⅰ．法人の概要 

１．学校法人の沿革 
 

明治１４年  校祖渡邉辰五郎本郷区湯島に「和洋裁縫伝習所」を創設 

明治２５年  和洋裁縫伝習所を拡張、「東京裁縫女学校」と改称 

明治３９年  師範科を開設 

明治４１年  師範科を廃し、高等師範科・高等師範別科・速成科を設置 

明治４４年  「財団法人私立東京裁縫女学校」設立認可 

大正 ９年  法人名を「財団法人東京裁縫女学校」と改称認可 

大正１１年  高等師範科を廃し、専門学校令による「東京裁縫女学校専門部」を新設認可。その後、専門

部を「東京女子専門学校」と改称認可 

大正１５年  法人名を「財団法人渡辺女学校」と改称認可 

昭和 ５年  法人名を「財団法人渡辺学園」と改称認可 

昭和 ５年  創立 50 周年記念式典を挙行 

昭和 ６年  東京裁縫女学校を「渡辺女学校」と改称 

昭和 1０年  創立 55周年記念式典を挙行 

昭和１５年  創立 60周年記念式典を挙行 

昭和１６年  高等女学校令による「渡辺高等女学校」を設置 

昭和１９年  渡辺女学校廃校 

昭和２０年  空襲により本郷湯島校舎全焼 

昭和２１年  東京第二陸軍造兵廠板橋製造所跡（現在地）へ移転 

昭和２２年  新学制による「渡辺女子中学校」を設置認可 

昭和２３年  新学制による「渡辺学園女子高等学校」を設置認可 

昭和２３年  渡辺女子中学校を「渡辺学園女子中学校」と改称認可 

昭和２４年  「東京家政大学 家政学部（生活科学科・被服科学科）」及び別科（１年制）を設置認可 

昭和２４年  渡辺学園女子高等学校は「東京家政大学附属女子高等学校」、渡辺学園女子中学校は「東京家

政大学附属女子中学校」と改称 

昭和２５年  「東京家政大学短期大学部（家庭科）」を設置認可。これに伴い東京家政大学家政学部は被服

科学科を廃し、生活科学科に児童栄養専攻と被服専攻を置く。別科は、短期大学に移行 

昭和２６年  創立 70 周年記念式典を挙行 

昭和２６年  法人組織を改め、「学校法人渡辺学園」と変更認可登記完了 

昭和２６年  東京家政大学家政学部生活科学科は児童・栄養・被服の 3専攻とする 
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昭和２６年  東京女子専門学校廃校 

昭和２８年  東京家政大学短期大学部に「別科」（家政専修）を設置認可 

昭和２８年  東京家政大学短期大学部の「家庭科」を「家政科」に、別科を「家庭科」と定める 

昭和２８年  「東京家政大学附属みどりケ丘幼稚園」を設置認可 

昭和３１年  創立 75 周年記念式典を挙行 

昭和３５年  東京家政大学短期大学部の 2専攻を児童・栄養・被服の 3専攻とする 

昭和３６年  創立 80 周年記念式典を挙行 

昭和３７年  東京家政大学家政学部の学科組織を変更（生活科学科を廃し、児童学科・栄養学科・服飾美

術学科とする） 

昭和３７年  東京家政大学短期大学部家政科の学科組織を変更（家政科を廃し、保育科・栄養科・服飾美 

術科とする） 

昭和４０年  学校法人の主たる事務所を変更（東京都板橋区加賀一丁目 18 番 1号） 

昭和４１年  東京家政大学家政学部を児童学科・栄養学科・服飾美術学科とする 

昭和４１年  東京家政大学短期大学部を保育科・栄養科・服飾美術科とする 

昭和４１年  東京家政大学短期大学部別科の家政専修を生活教養科と改称 

昭和４１年  創立 85 周年記念式典を挙行 

昭和４２年  東京家政大学にナースリールームを設置 

昭和４２年  東京家政大学家政学部栄養学科を栄養学専攻と管理栄養士専攻に分離 

昭和４５年  東京家政大学家政学部児童学科を児童学専攻と児童教育専攻に分離 

昭和４６年  東京家政大学家政学部服飾美術学科を被服専攻と美術専攻に分離 

昭和４６年  創立 90 周年記念式典を挙行 

昭和５６年  創立百周年記念式典を挙行 

昭和５６年  東京家政大学短期大学部別科（家政専修）を廃止 

昭和６０年  埼玉県狭山市に校地取得（国有地払下げ） 

昭和６１年  埼玉県狭山市に狭山校舎を開設、ここに東京家政大学文学部（英語英文学科、心理教育学科）

を開学 

平成 元年  東京家政大学大学院（家政学研究科修士課程＝食物栄養学専攻、被服造形学専攻）を開学 

平成 ３年  創立 110 周年記念式典を挙行 

平成 ４年  東京家政大学大学院（家政学研究科修士課程）に児童学専攻を増設 

平成 ５年  東京家政大学大学院（家政学研究科博士課程）人間生活学専攻を増設 

平成 ６年  校祖渡邉辰五郎生誕 150 年（記念行事を行う） 

平成 ７年  東京家政大学短期大学部国際コミュニケーション科を設置 
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平成 ８年  東京家政大学大学院文学研究科を設置 

平成 ９年  東京家政大学家政学部環境情報学科を設置 

平成 ９年  東京家政大学家政学部服飾美術学科の「被服専攻」を「服飾専攻」に改称  

平成１４年  東京家政大学家政学部児童学科に育児支援専攻を設置 

平成１５年  東京家政大学家政学部服飾美術学科美術専攻を改組し、造形表現学科を設置 

平成１５年  東京家政大学家政学部服飾美術学科服飾専攻を東京家政大学家政学部服飾美術学科に変更 

平成１８年  文学部開設 20周年記念式典を挙行（狭山校舎） 

平成１８年  創立 125 周年記念式典を挙行 

平成１９年  板橋校地の隣接国有地を購入 

平成２１年  東京家政大学家政学部環境情報学科を「環境教育学科」に改称 

平成２１年  東京家政大学文学部を「人文学部」に、同英語英文学科を｢英語ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ学科｣に改称 

平成２１年  東京家政大学家政学部児童学科児童教育専攻を廃し、「児童教育学科」を設置 

平成２１年  東京家政大学文学部心理教育学科を廃し、「人文学部心理ｶｳﾝｾﾘﾝｸﾞ学科・教育福祉学科」を 

       設置 

平成２１年  東京家政大学短期大学部国際ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ科廃止 

平成２３年  創立 130 周年記念シリーズ講演実施、「渡邉辰五郎賞」創設 

平成２４年  東京家政大学大学院家政学研究科、文学研究科を改組し、人間生活学総合研究科を設置 



２．設置する学校の内容

学 校 名 学 部 名 等 学 科 名 等
入学
定員
(人)

入学
者数
(人)

収容
定員
(人)

現員
(人)

備 考

家政学研究科 人間生活学専攻 2 3 6 9 博士後期課程

食物栄養学専攻 6 2 12 9 修士課程

被服造形学専攻 6 5 12 8

児童学専攻 6 5 12 8

文学研究科 英語英文学専攻 6 3 12 7

心理教育学専攻 9 9 18 22

35 27 72 63

東京家政大学
家政学部 児童学科 150 161 700 817

児童教育学科 85 97 260 316 平成21年度設置

栄養学科 225 241 930 992

服飾美術学科 175 209 605 737
平成23年度より
定員増 140⇒175

環境情報学科 ― ― 80 83
平成21年度より
募集停止

環境教育学科 75 109 230 307
平成21年度
名称変更

造形表現学科 107 117 438 554

文学部 英語英文学科 ― ― 125 178
平成21年度より
募集停止

心理教育学科 ― ― 100 139
平成21年度より
募集停止

人文学部 英語コミュニケーション学科 120 125 365 440
平成21年度
名称変更

心理カウンセリング学科 80 99 245 289 平成21年度設置

教育福祉学科 70 78 215 253 平成21年度設置

1,087 1,236 4,293 5,105

保育科 200 224 400 452

栄養科 180 187 360 388

服飾美術科 ― ― 70 74
平成23年度より
募集停止

380 411 830 914

東京家政大学
　附属女子高等学校

全日制普通科 360 323 1,080 1,006

東京家政大学
　附属女子中学校

150 110 450 393

30 27 90 91

2,042 2,134 6,815 7,572

東京家政大学
　附属みどりケ丘幼稚園

学 園 計

平成23年5月1日現在

東京家政大学
　　　  大学院

計

計

東京家政大学
　　短期大学部

計
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３．施設の状況

平成24年3月31日現在

面 積

88,400.08㎡

83,282.24㎡

箱根仙石
セミナーハウス

1,338.89㎡

妙高緑苑荘 10,850.00㎡

校外施設

〒250-0631　神奈川県足柄下郡箱根町仙石原９３１

〒949-2106　新潟県妙高市大字田口１５５６－１２

施 設 名 住 所

板 橋 校 舎 〒173-8602　東京都板橋区加賀１－１８－１

狭 山 校 舎 〒350-1398　埼玉県狭山市稲荷山２－１５－１
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教育・研究支援課

評 議 員 会
学 生 支 援 課

４．法人組織構成 平成23年5月1日現在

内　部　監　査　室

総 務 課
総 務 部

教員 養 成 教 育 推 進 室

大 学 教育・学生支援センター

大 学 院 事 務 室

監 事
博 物 館 事 務 室

保 健 セ ン タ ー 事 務 室
短期大学部

生 活 科 学 研 究 所 事 務 室

人 間 文 化 研 究 所 事 務 室

国際交流センター

人 事 課

経 理 課
財 務 部

学 園 本 部 管 財 課

狭 山 校 舎 管 理 部 事 務 室

プロジェクト推進室 事 務 室

ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｼｽﾃﾑ管理セン 事 務 室

理 事 長 理 事 会

進路支援センター 事 務 室

大 学 図 書 館 事 務 室

共通教育推 進室

事 務 室

生涯学習センター 事 務 室

臨床相談センター 事 務 室

ヒューマンライフ支援センター 事 務 室

地域連携協力推進センター 事 務 室

附属女子高等学校 事 務 室

附属女子中学校 事 務 室

附属みどりｹ丘幼稚園 事 務 室

ナースリールーム 事 務 室
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５．役員・評議員・教職員の概要

　(1)第20期理事会･第20期評議員会

理 事 長 清　水　　　　司

常 務 理 事 木　元　　幸　一

常 務 理 事 湯　山　　隼之助

常 務 理 事 風　間　　良　子

常 務 理 事 岩　井　　絹　江

常 務 理 事 矢　田　　裕　士 教学（狭山）担当

理 事 三　好　　博　子

理 事 神　内　　喜久代

理 事 小　林　　静　美

監 事 和　田　　義　博

監 事 示　村　　悦二郎

【評議員】

実　数　　評議員　26名　（平成23年4月1日～平成23年6月4日）

寄附行為第15条第1項第1号の評議員

伊　澤　　　　修 大　澤　　　　力 折　井　　晋　也 川　合　　貞　子

西　村　　純　一 菱　沼　　すみ子 三　好　　博　子 望　月　　幹　子

矢　田　　裕　士 和　田　　史　生

寄附行為第15条第1項第2号の評議員

大　関　　節　子 織　田　　勝　美 神　内　　喜久代 小　林　　静　美

近　藤　　美　文 齋　藤　　禮　子 佐　藤　　妙　子 外　西　　寿鶴子

渡　辺　　良　子

寄附行為第15条第1項第3号の評議員

新　井　　哲　男 佐　野　　清　克 澤　浦　　千枝子 武　政　　明　子

戸　谷　　ますみ 森　田　　松　子 渡　邉　　　　清

定　数　　理事長・理事　　10名　欠員1名　（平成23年4月1日～平成23年6月4日）

　　　　　監事　　　　　　 2名       　  （平成23年4月1日～平成23年7月21日）

財務担当

総務･教学担当

公認会計士

緑窓会(同窓会)副会長

緑窓会(同窓会)部長

          評議員　　　　　22名～29名

実　数　　理事　9名　　　監事　2名

【役員】

学校法人渡辺学園職員

学校法人渡辺学園理事

東京家政大学附属女子高等学校校長
東京家政大学附属女子中学校校長

東京家政大学学長
東京家政大学短期大学部学長
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　(2)第21期理事会･第21期評議員会

理 事 長 清　水　　　　司

常 務 理 事 木　元　　幸　一

常 務 理 事 湯　山　　隼之助

常 務 理 事 新　井　　哲　男

常 務 理 事 岩　井　　絹　江

常 務 理 事 川　合　　貞　子 教学・幼・ナースリールーム担当

常 務 理 事 矢　田　　裕　士 狭山・プロジェクト・教学担当

理 事 田　路　　すみ子

理 事 小笠原　　千賀子

理 事 神　内　　喜久代

監 事 和　田　　義　博

監 事 示　村　　悦二郎

【評議員】

実　数　　評議員　29名　（平成23年6月5日～平成24年3月31日）

寄附行為第15条第1項第1号の評議員

新　井　　哲　男 伊　澤　　　　修 石　塚　　展　克 榎　本　　　　滋

川　合　　貞　子 黒石田　　紀　文 笹　井　　邦　彦 中　村　　精　二

新　関　　　　隆 田　路　　すみ子 増　田　　裕　一 松　本　　睦　子

矢　田　　裕　士

寄附行為第15条第1項第2号の評議員

新　井　　洋　子 小笠原　　千賀子 織　田　　勝　美 加　藤　　信　子

神　内　　喜久代 北　村　　富佐江 土　田　　壽　子 中　里　　喜　子

福　原　　良　子

寄附行為第15条第1項第3号の評議員

岩　井　　絹　江 大　澤　　　　力 武　政　　明　子 西　村　　純　一

村　石　　健　司 森　田　　松　子 渡　邉　　　　清

ＣＰＳ管理・教学・附属中高担当

総務･ＣＰＳ管理・教学担当

学校法人渡辺学園職員

緑窓会(同窓会)静岡県支部長

緑窓会(同窓会)会長

公認会計士

東京家政大学附属女子高等学校校長
東京家政大学附属女子中学校校長

定　数　　理事長・理事　  10名　（平成23年6月5日～平成24年3月31日）

　　　　　監事　　　　　　 2名　（平成23年7月22日～平成24年3月31日）

          評議員　　　　　22名～29名

【役員】

実　数　　理事　10名　　　監事　2名

学校法人渡辺学園理事
財務担当
東京家政大学学長・東京家政大学短期大学部学長
財務担当
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　 （3）教職員の概要

法人 大学 短大 高等学校 中学校 幼稚園 ナースリー 計

本 務 138 32 55 30 7 262

兼 務 353 36 24 14 1 428

計 0 491 68 79 44 8 690

本 務 0 157 35 8 3 0 6 209

兼 務 1 44 13 13 10 2 6 89

計 1 201 48 21 13 2 12 298

1 692 116 100 57 10 12 988

50.0 歳

38.4 歳職員（本務）の平均年齢

平成23年5月1日現在

区 分

教員

職員

合 計

教員（本務）の平均年齢
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常 務 理 事 会 11回 　４／１２、　５／１０、　６／１４、　７／１２、　９／１３、　１０／１１、　１１／８、

　１２／６・１３、　１／１７、　２／１4、　３／１３

臨時常務理事会 3回 　４／５、　６／２７、　１／３１

理 事 会 11回 　４／２６、　５／２４、　６／２８、　７／１９、　９／２７、　１０／２５、　１１／２２、

　１２／２０、　１／３１、　２／２８、　３／２７

臨 時 理 事 会 ６回 　５／２４、　６／３、　６／７、　６／２８、　１２／２０、　３／２７

評 議 員 会 ３回 　５／２４、　１２／２０、　３／２７

臨時評議員会 １回 　６／２８

６．理事会・評議員会等の概要

＊監事は常務理事会（臨時含む）を除く、理事会（臨時含む）及び評議員会（臨時含む）へ出席した。
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Ⅱ．事業の概要 

１．学校法人の概況 

本学園は平成 23 年度に学園創立 130 周年を迎えた。建学の精神である「自主自律」を再

認識し、校祖渡邉辰五郎先生の教えである女子教育や自校教育をさらに推し進めるために

教養講座としてシリーズ講演を行った。また、130 周年という記念すべき年を迎え卒業生

の社会における活躍を讃え「渡邉辰五郎賞」を創設した。第一回目の「渡邉辰五郎賞」と

「渡邉辰五郎奨励賞」を決定し、卒業生の活躍を目の当たりにして本学園のたゆみない発

展とあふれる躍進の様子がうかがえる。 

3 月の東日本大震災における本学の対応では安全面でも問題なく処理し、施設面も大き

な被害には至らなかったが、危機管理面では課題も残し急遽学生用に緊急大地震対応マニ

ュアルの配布等を行った。また、学園のその後の対応として在学生・平成 24 年度入学予定

者等に対し、災害救助法適用居住者の措置を含む特別措置として授業料の減免や受験料無

料化を行い、この件は平成 24 年度も継続予定である。さらに、福島第一原子力発電所の事

故による電気供給停止による節電の協力要請による本学園の対応も厳しいものがあり、学

園全体での節電への取組を行い、学生・生徒への正課外活動の自粛や各施設の利用制限を

行うなどして夏を乗り切った。 

大学は 18 歳人口減少や同系資格大学志向の増加等に対応するため、短期大学部の定員を

大学に増加させるなどし強化を図るとともに、大学院においては家政学研究科と文学研究

科を統合発展させ人間生活学総合研究科を設置した。 

附属学校の内、中学校・高等学校は受験生徒数の減少や都内私立学校間の激しい競争の

中、国の就学支援金支給制度等による公立学校志向などから定員割れとなり、対応策とし

てカリキュラム変更や生徒の学園に対する意識調査・分析等を行ったが、平成 24 年度も厳

しい状況にある。 

平成 23 年度の学園の財政状況は、制度変更による経常費補助金の減少及び附属中学校・

高等学校の定員割れによる学納金の減少を主因として、前年度比、帰属収入は減少したも

のの消費支出及び基本金組入額の合計がそれ以上に減少したため、消費収支差額は 125 百

万円増加し 484 百万円となった。しかしながら帰属収支差額は 71 百万円減少しており収益

力が低下していることに留意しなければならない。 

設置学校別の財務状況も前年度同様大学・短大以外すべてで消費支出超過となっており、

特に中学校、高等学校の財務状況が悪化している。 

今年度、新設学部設置等狭山校舎有効活用のための特定預金の積立てを行い、開設のた

めに備えた。今後、新設学部開設や震災等に備え、建物の更新及び改修等多くの資金が必

要となることが予測され、厳しい財務運営が迫っている。そのためにも、将来に向けた資

金の引当てを確保しつつ、収支均衡のとれた健全な財政基盤を維持するための中長期計画

の策定が学園として急務と思われる。 

狭山キャンパス利用計画については、平成 20 年年度から狭山キャンパス将来計画策定委

員会等で検討をしてきたが、平成 23 年度は狭山キャンパス事業計画策定室を設置し、狭山

キャンパス有効活用部門と新規事業部門にしぼり、今後、それらの実現性に向けて具体的

検討に入る。 

学園は業務の適正･適法化､効率化及び教職員の業務に関する意識向上を図り､法人の健

全な発展と社会的信頼の保持に資するため、平成 23年度より内部監査制度を導入し、公的

資金の整合性等を調査した。 

東京家政大学と東京都北区は、平成 23 年度より包括的な協力体制を取っていくため連携

協力に関する包括協定を締結した。学生と行政との連携や地域住民等の連携を図り社会活

動や催事に参加することで学生の意識向上に繋がっている。 
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２．主な教育研究活動 

〔大学・短期大学・大学院及びその関連〕 

平成 23 年度は学園創立 130 周年を迎え、平成 21 年度に行った板橋・狭山のワンキャン

パス化の大事業からも 3年目となり、ワンキャンパス化による教育研究の充実が結実とな

って現れている。また大学間競争の厳しい現状況の中で本学志願者数は、ここ 10年来の最

高となり本学に対する社会の評価は高まっていることがうかがえる。 

 

1)学生確保 

   平成 23 年度は、ワンキャンパス化も 3年目となり、キャンパス再編と新たな教育改

革への取り組みもさらに充実してきた。地区入試の見直しを含むこれらの広報も進み、

高校教育現場へも定着してきた。平成 24 年度から短期大学部保育科、栄養科から大学

児童学科、栄養学科への定員変更及び造形表現学科の定員増も認可され、本学への志

願者も好調傾向が続き、平成 24 年度入試はここ 10年来の最高の志願者数となった。

短期大学部保育科と栄養科への志願者及び定員減による質の向上も認められ、好調が

維持された。特に文学部から改組して 4回目となった人文学部の入学試験は、平成 19

年度に比すると約 3倍の志願者となり、確実な学生確保ができた。 

 

2)就職活動  

長びく不況に重ね、震災による経済状況の悪化も加わり、学生の採用環境は厳しい

ものとなった。このような状況の中、従来からの学生支援に加え、文部科学省の指導

に基づき、本学独自のキャリア支援システムを構築し、キャリア教育、就職支援に一

層力を入れ、専門職での高い就職率を得ている。特に本学の特色は、専門職別にきめ

細かなキャリア･就職支援プログラムを組み、教員と進路支援センターが人事採用経験

者である進路アドバイザーと連携して、学生の自己啓発プログラムを体系化し、学生

の進路決定を支援していることにある。ポータルサイトを活用しての求人情報の速や

かな把握･配信を含め、プログラムを充実させ、保護者との連携も加わり、学生の自立･

就職活動支援を継続していることが結果に繋がり、不況の中、大学 93％、短期大学部

94％という高い就職決定率となった。 

 

3)共通教育の充実 

大学の共通科目の中核として開設した人間教育科目群（Ａ群）が２年目を迎え、ア

ンケート評価を行った。英語についても、習熟度別のクラス編成を検証した。平成 24

年度に向けて、パソコン演習Ⅰの教育内容・形態を改善した。短期大学部も平成 24

年度に向けて習熟度別クラス編成で全て英語を母国語とする教師とした。 

 

4)ＦＤ活動 

   授業アンケートを行い集計し、その解析を行い、授業改善に役立てる。公開授業に

より、授業のやり方をお互いに参考とした。 

 

5)教育の充実 

基礎学力向上や学士の質保証に向けて、入学前教育・導入教育・キャリア支援等一

貫した学習支援体制を検討し試行した。放送大学との単位互換連携が成立し、平成 24

年度から実施されることとなった。学生意識調査を集計し、まとめて教職員研究会に

おいて提言した。 

 

6)奨学金 

   特待生制度を実施し、志願者の質の上昇維持を図るとともに、社会で活躍できる優
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秀な人材育成に取り組むこととなった。 

 

7)狭山キャンパスの活用 

狭山キャンパス再開発計画策定委員会で検討を行った。12 月からは、狭山キャンパ

ス事業計画策定室で草案を作成し、a.学園全体としての狭山キャンパス有効利用と b.

新設学部設置を含む狭山キャンパス新規事業について、理事会、評議員会、全学教授

会において、提案された方向性で進めることが承認された。 

 

8)教員免許状更新認定講習会の実施 

   8 月 15 日～8月 19 日に教員免許状更新認定講習会を板橋キャンパス、狭山キャンパ

スで実施した。 

 

9)教員・職員の協同活動 

  ①新任教員歓迎ガイダンスを 4月 2日に行った。 

②教職員研究会を 9月 9日に行い、筑波大学名誉教授村上和雄先生を迎え基調講演を

行った。また、学生意識調査のアンケートのまとめと特待生奨学生等学生の意見に

ついても報告された。さらに、ドイツ、デンマーク等の大学教育の特徴について報

告とシンポジウムが行われ、教職員カフェによる討論が実施された。 

 

③2 月末から一週間にわたりリサーチウィークスを開催した。これは教職員の研究活

動の活性化と教育の充実を目指し、教員・職員の協働を図り理解を深めるためのも

ので、オープニングレクチャー、ＦＤフォーラムが行われ、ポスターセッションで

は多数の事務職員も参加した。 

 

10)渡邉辰五郎賞の選定について 

学園創立 130周年を記念して「渡邉辰五郎賞」を創設した。選考委員会により本学

の名誉を担い、社会で活躍する卒業生の中から渡邉辰五郎賞 1名、渡邉辰五郎奨励賞

2名を選出した。 

 

（大学院） 

大学院は改組を行い、従来の家政学研究科と文学研究科を統合し、人間生活学総合研

究科とし平成 24 年度開設に向けて、人間生活学総合研究科を文部科学省へ申請し、認可

された。 

 

(附属機関等) 

①図書館  

閲覧室 2ＦＡＶ室を改築し、座席 54 席の増設を図るとともに学生の自主学習の促

進、ならびに集中・実践型の授業支援ができる多目的室を設置した。国立情報学研

究所のＣＳＩ委託事業に採択され、主要な本学刊行物を第 1集よりデジタル化し、

東京家政大学機関リポジトリに登録を行い、研究成果の公開に貢献した。「学術情報

リテラシーテキスト」の初版を発行し、情報リテラシー教育支援の基盤づくりを進

めた。 

 

②保健センター 

震災後の対応として、安全面を考慮し学生の健康診断の時間短縮を行い、血圧は個別

測定で対応した。また被災学生については学園ＨＰに心のケアについての記事を掲載し、

学生相談室で支援を行った。研究活動では〝携帯電話によるメンタルヘルスアンケート

システム〟〝教職員のための学生対応マップの効果〟としてまとめ、全国大学保健管理
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研究集会で発表した。教職員に関しては、健康診断未受診者について胸部レントゲン検

査を奨励し、結核予防に努めた。 

 

③国際交流センター 

交換留学を行っているオーストラリア・ニューキャッスル大学との協定書の更新

を行った。その他、平成 23年度事業計画に沿って業務を遂行した。 

 

  ④人間文化研究所 

埼玉県で 6回シリーズ、群馬県においては前期 6回・後期 6回、通算 12 回シリー

ズの男女共同参画基礎講座を開催。特に群馬の後期シリーズは、米・独・デンマー

ク・韓国･フィリピンなどジェンダー国際事情に関する日本最初の基礎講座であった。

講演は、今後予定の東日本大震災の被災地支援プロジェクトの一環として、日赤の

災害医療チームの丸山医師と福島県飯舘村の菅野村長を招聘して開催された。 

 

  ⑤生涯学習センター 

平成 23 年度は、4月に一般の方、在学生の方を対象に「母に歌う子守唄」という

テーマで介護の問題について落合恵子特任教授の特別企画公演を開催した。5 月に

は網野武博教授による「子どもの最善の利益」を保障するというテーマで、実際に

現場で活躍している卒業生や在学生、一般の子育て中の方々を対象とした特別企画

講座を開講した。 

 

⑥ヒューマンライフ支援センター 

   板橋区地域子育て支援の委託事業である「森のサロン」は順調に利用者を増やし、

乳幼児の一時預かり事業が加わった。東武デパートでのレストランメニューの開発

や情報誌へのメニュー掲載、学内外のデザイン制作業務等多くの共同事業を実施し

た。 

 

⑦地域連携協力推進センター 

開かれた大学として地域の方々を対象に、大学の専門性、特性を活かした講演会

や公開講座を開設した。平成 23 年度は、埼玉県及び狭山市・入間市の教育委員会共

催事業の一環として小学 4・5・6年生を対象とした「子ども大学 さやま・いるま」

を開講し、小学校とは一味違った子ども大学の第１期修了を迎えた。 

 

⑧博物館 

創立 130 周年を記念して常設展の「学園の歴史と創設者のコーナー」を拡大し、

充実を図った。また、博物館も「生活資料館」開館から 30 周年を迎えたため、これ

までの歩みと「渡辺学園裁縫雛形コレクション」などの主要コレクションを一挙公

開した。また、企画展として春に「染 染色画から染織まで」、秋に「グァテマラ民

族衣装」を開催した。 

 

⑨臨床相談センター 

地域に開かれた「心理療法の場」並びに大学院生の教育実習機関として、平成 23

年度も本センターの基本方針及び事業計画に基づき運営・活動を行った。特に、23

年度は、「第 3回日本小児心身医学会 関東甲信越地方大会」を本学で開催すること

ができ、参加いただいた大学・医療機関等専門分野の諸先生方の講演、セミナー、

ディスカッション等々の機会を得たことは本センターにとっても、スタッフ一同の

モチベーションは更にあがり、前述にある「地域に開かれた～」を実践することに

更なる発展・充実と信頼をもって 24 年度に繋げていきたいと考える。 
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⑩その他生活科学研究所は、平成 23 年度事業計画に沿って業務を遂行した。 

 

〔中学校・高等学校〕 

１．教育活動内容 

 昨年 3月の東日本大震災・福島第一原子力発電所事故の影響を受け、1学期の宿泊行事

（新入生オリエンテーション、中学 2年生・5月の生活、中学 3年生・ふれあいと学びの

旅）は全て、中止または延期となった。さらにグランドをはじめ屋外の活動も制限した。2

学期からは場所などに制約されたが概ね平常の活動となった。 

 室内での学習については、一層充実した。勉強合宿、自学教室の開室（高）、7・8時限

目の特別講習（中高）自習道場、英語道場、家政大生による学習サポーター（中）などを

開始し、それぞれに強化が図られ、生徒の学力、学習意欲の向上に繋がった。 

 

２．総合学習 

 ヴァンサンカンプランは例年通り順調に行われ、学習や進路指導と結びついて成果をあ

げた。教員体制についても学級担任に教科活動を加えるなどのプランニングをすることに

より、大きな効果が得られた。さらに、6か年を 2年ずつ 3ステージに分ける内容も教科

ごとに目標・授業内容が検討され、まとめられた。 

 

３．心理面でのサポート 

 例年と同様に、大きな問題も無く行われた。 

 

４．教育力・授業力の向上 

 期限付新任教諭に対する研修を学期ごとに 1回ずつ行い、また、全教員がペアになり相

互に授業を見学し評価することで授業力の向上に努めた。また、教員の共通認識を深める

ために、研修会をテーマ別の分科会として夏と冬の講習・補習の合間をぬって 2回行った。 

 

５．入試結果 

 中学校・高等学校においては、生徒数の減少や公立高等学校の授業料無償化・就学支援

金支給制度等の影響により私立の中学・高校は厳しい状況に置かれている。本学において

も平成 24 年度新入生は、中学校 99 名 4クラス、高等学校 343名 10 クラスと厳しい状況で

あり、今後の対策が急務と考えられる。 

 

〔幼稚園〕 

１．園庭や大学構内の自然に恵まれた環境を生かした保育を心がけ、教育効果をあげるこ

とができた。 

1)幼稚園で生まれたウサギの飼育を通して、小動物を可愛がる心や慈しむ心を育んでき

た。特に「母ウサギ」の死に際しては、思いがけない出来事であり、それぞれが命の

大切さや世話をする意味を知る機会となった。 

 

2)東日本大震災後の放射能対応として、放射線量の測定（板橋区 3回、本学週 1回）、

給食の産地表示、放射能についての講演、学園の対応方法の周知などを行ってきた。

幼児教育の場として、様々に考える素材となった。 

 

２．研修、研究の充実として、月 1回、研究保育及びカンファレンスを実施し、保育者の

相互研鑽とした。また、他園の見学や研究会の参加、研修などの機会を多く持ち、保育

の質の向上に努めた。 

 

３．幼稚園教育の充実はもとより、幼稚園案内やホームページ等による広報の充実、保育



16 

 

者の参加による森のサロン、未就園児（2 歳児未満）保護者の施設見学受け入れなどを

推進した。 

 

４．預かり保育（ももの時間）実施計画の強化として週５日の開室を開始した。年間 140

回、延べ 1317 名が利用し、子育て支援の一助となった。 

 

５．大学、大学院及び附属中学校、高等学校との連携を密に図ることで、ボランティアや

卒業論文、修士論文、教育実習などに意欲的に参加する学生が増加し、幼児も学生たち

も互恵性のある連携・交流を進めることができた。また他大学からの見学者や学生の受

入れ、地域の中学生の職業体験などを積極的に行った。 

 

６．保護者との連携、啓発を図り、協力体制を進めながら、幼稚園教育の充実発展を目指

すことができた。大学施設（講義室、実習室、体育館）の活用の他、親子クッキングや

保護者向け調理講習、リフレッシュ体操など、様々な学科の教授陣による支援を受けた。 

 

〔ナースリールーム〕 

１．23 年度ナースリールーム乳幼児数 

   新入室児    5 名 

   終了児     6 名 

   在籍児     14 名 

 

２．日々の保育を通して、子ども一人ひとりの最善の利益を保証するとともに、家庭との

連携をていねいに行い、子育ての楽しさを共有しながら、保護者の心のゆとりやよりど

ころとなる支援を心掛けた。 

 

３．実習生・ボランティア・授業協力・卒論協力を積極的に受け入れるとともに、外部施

設の保育者・教師等の実習・研修・見学希望が多数あり受け入れた。 

 

４．授業協力、研究、研修、メディアの取材・撮影協力等を通して広く社会に保育の質及

び保育者の専門性の向上に貢献できるよう努めた。 

 

５．みどりケ丘幼稚園と行事等をとおして異年齢間の交流を実施した。また、教職員間に

おいては保育学会開催のための打ち合わせ等共通理解のための交流を図った。さらに、

わかくさグループで実施の絵本読み聞かせに招かれ、障がい児との交流も行った。 

 

３．主な教育研究施設・設備の整備 

施設設備年次計画により、老朽建物の建替工事や免震・耐震補強工事を行ってきたこと

で、東日本大震災においても大きな被害には至らなかった。 

 前年度に引き続き、安全な建物環境を構築するための耐震診断や補強工事を実施した。 

また、既存建物の空調設備・照明器具の更新時にエネルギー消費効率の高い機器へ取替

工事を実施するとともに、アパレル CAD演習室のパソコンを更新するなど教育環境の整備

に努めた。 

 

〔大学院・大学・短期大学〕 

1)板橋校舎大学 5号館造形表現学科実習室整備工事 

   造形表現学科のカリキュラム改訂に対応するため大学 5号館地下 2階の改修工事を

行い、映像メディア実習室及び映像メディア準備室を設置し、後期授業より供用を開
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始した。 

 

 2)板橋校舎大学 6号館空調設備取替等工事 

   前年度に引き続き平成 22 年度国土交通省建築物省エネ改修推進事業補助金の採択

を受けた大学 6号館の空調設備の取替工事を行い、エネルギー消費効率の高い機器へ

の取替と屋上にクリーンエネルギーである太陽光発電設備を設置し、さらに南面窓へ

の遮光フィルム設置工事を実施し地球温暖化対策とエネルギー削減に努めた。 

 

 3)板橋校舎大学 7号館耐震改修工事及び煉瓦造建物耐震診断 

   平成 22 年度に実施した建物耐震診断の結果、建物強度不足があった大学 7号館の地

下 1階金工実習室の窓を壁に変更する耐震補強工事を行った。 

   また、板橋区より有形登録文化財として指定されている煉瓦造平屋建物(3 棟)の建

物耐震診断の結果、建物耐震対策等を検討実施することとなった。 

 

 4)板橋校舎大学 10号館(図書館・情報センター)2階改修工事と外壁タイル点検調査 

   図書館 2階の AV 室とグループ AV 室の間仕切を撤去し、図書館活用法等の導入教育・

授業支援にも活用できる多目的室に改修し、さらにグループ学習室をメディア利用室

に改修して、視聴覚設備とパソコンを設置、閲覧席の確保と図書館施設の充実を図っ

た。 

   また、建物外壁のレンガタイルの劣化に伴う点検調査の結果、補修方法等検討を実

施することとなった。 

 

 5)板橋校舎既存建物改修工事と年次計画策定のための事前調査 

   バリアフリー対策等、教育施設の中・長期計画を策定するため大学 11 号館（85 周

年記念館）、大学 2・3号館、大学 5・6号館、大学 12 号館について構造等の調査を行

った。 

   また、平成 22 年度に実施した特殊建築物定期調査の指摘事項のうち緊急を要す 51

号棟学生クラブ部室外部鉄骨階段整備工事、大学 6号館防火戸改修工事、大学 2号館

木製建具改修工事を実施した。 

 

 6)学寮 3号館の空調設備取替工事 

   空調設備をエネルギー効率の高い機器に取替工事を行い、省エネ対策と住環境の整

備を図った。 

 

 7)板橋校舎教育・研究用パソコン取替更新 

   大学 1号館 3B・4A 講義室、大学 3号館アパレル CAD 演習室及び栄養教育実習室のパ

ソコンと授業用 AD サーバ・ストレージの取替更新を行い、教育環境の整備・充実を図

った。 

 

 8)事務系パソコン取替更新 

   事務の効率を図るため板橋・狭山事務職員のパソコンと臨床相談センターのパソコ

ン、入試処理用パソコン、事務用 AD サーバ・ストレージの取替更新を行った。 

 

 9)板橋校舎電話交換設備更新工事 

   設備の老朽化と電話機台数の許容量限界のため板橋校舎電話交換設備の取替更新を

行った。 
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10)狭山校舎 1号館及び 4・5号館空調設備取替工事 

   平成15年度から年次計画として進めていた空調設備取替工事のうち1号館事務室系

統空調設備と 4・5号館空調設備圧縮機の取替工事を行った。 

 

11)狭山校舎馬頭坂線法面工事 

   都市計画道路馬頭坂線の本学側擁壁の法面のモルタル吹付工事を行った。 

 

12)狭山校舎非常放送設備更新工事 

   非常放送設備の老朽化による更新工事を行った。 

 

〔高等学校・中学校・幼稚園〕 

 1)附属 D校舎空調設備改修等工事 

   空調設備をエネルギー効率の高い機器に取替工事を行い、エネルギーの削減に努め

た。併せて屋上の防水工事も行い、施設整備の充実を図った。 

 

 2)附属 E校舎照明器具改修工事 

   照明設備を省エネ型に取替更新を行い、エネルギー削減に努めた。 

 

 3)附属中高校舎改修工事 

   平成22年度に実施した特殊建築物定期調査の指摘事項のうち緊急を要するA校舎図

書室の梁補修、木製建具改修、C校舎の外壁・内壁の漏水補修工事を行った。 

また、B・C校舎間の渡り通路、キャノピー改修工事のための建物の調査も行った。 

 

 4)中高ビオトープ改修工事 

   平成 13 年に設置したビオトープの改修工事を行った。現在の池を縮小して校舎側に

7㎡の池を新設等、自然環境整備を行い学習環境を整えた。 

 

 5)中高校舎地デジ対応テレビ整備 

   年次計画により特別教室・研究室・選択教室等のテレビを地デジ対応へ取替更新を

行った。 

 

 6)幼稚園園舎修理工事 

   幼稚園園庭の木製門扉取替と、1階保育室（あお組）の床板張替工事を行った。 



Ⅲ．財務の概要

1．資金収支計算

(収入の部) ( 単位：百万円 )

科 目 23 年 度 決 算 22 年 度 決 算 増 減
（23年度-22年度）

学 生 生 徒 等 納 付 金 収 入 8,191 8,277 △ 86

手 数 料 収 入 304 320 △ 16

寄 付 金 収 入 57 64 △ 7

補 助 金 収 入 1,101 1,288 △ 187

資 産 運 用 収 入 112 111 1

資 産 売 却 収 入 1,050 600 450

事 業 収 入 193 183 10

雑 収 入 355 454 △ 99

前 受 金 収 入 1,405 1,516 △ 111

そ の 他 の 収 入 593 419 174

資 金 収 入 調 整 勘 定 △ 1,866 △ 2,084 218

前 年 度 繰 越 支 払 資 金 10,864 11,630 △ 766

収 入 の 部 合 計 22,360 22,778 △ 418

（支出の部）

科 目 23 年 度 決 算 22 年 度 決 算 増 減
（23年度-22年度）

人 件 費 支 出 5,713 5,860 △ 147

教 育 研 究 経 費 支 出 1,713 1,789 △ 76

管 理 経 費 支 出 603 655 △ 52

借 入 金 等 利 息 支 出 55 61 △ 6

借 入 金 等 返 済 支 出 284 284 0

施 設 関 係 支 出 283 497 △ 214

設 備 関 係 支 出 277 356 △ 79

資 産 運 用 支 出 2,650 2,400 250

そ の 他 の 支 出 240 187 53

資 金 支 出 調 整 勘 定 △ 127 △ 174 47

次 年 度 繰 越 支 払 資 金 10,670 10,864 △ 194

支 出 の 部 合 計 22,360 22,778 △ 418

当期の予算の執行状況の概要は以下のとおりである。また、経年比較のため平成１９年度以降の執行
状況を掲載している。なお、以下の各表の金額は百万円未満を四捨五入して示しているため､合計など数
値が計算上一致しない場合がある。

当期の資金収入は学生生徒等納付金収入から資金収入調整勘定までの合計が１１４億９千６百万円（対
前年度比３億４千８百万円増）で、そこに前年度からの繰越金１０８億６千４百万円を加えた収入総額
は２２３億６千万円（対同比４億１千８百万円減）となった。なお、学納金収入は対同比８千６百万円
減、補助金収入は私立大学等経常費補助金の制度変更を主因として対同比１億８千７百万円減、資産売
却収入は満期償還を迎えた債券の増により対同比４億５千万円増、その他の収入は前期末未収入金の増
を主因として対同比１億７千４百万円の増となった。

資金収支計算書

一方資金支出は人件費支出から資金支出調整勘定までの合計が１１６億９千万円（同２億２千４百万
円減）となったため、収入総額２２３億６千万円からこれを差し引いた１０６億７千万円が次年度繰越
支払資金となった。なお、人件費支出は退職金の減を主因として対同比１億４千７百万円減、施設関係
支出はキャンパス整備計画が一段落したことを主因として対同比２億１千４百万円減、資産運用支出は
学校運営引当特定資産への繰入を主因として２億５千万円の増となった。
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２．消費収支計算

(消費収入の部) ( 単位：百万円 )

科 目 23 年 度 決 算 22 年 度 決 算 増 減
（23年度-22年度）

学 生 生 徒 等 納 付 金 8,191 8,277 △ 86

手 数 料 304 320 △ 16

寄 付 金 60 66 △ 6

補 助 金 1,101 1,288 △ 187

資 産 運 用 収 入 112 111 1

資 産 売 却 差 額 1 1 0

事 業 収 入 193 183 10

雑 収 入 360 472 △ 112

帰 属 収 入 合 計 10,322 10,718 △ 396

基 本 金 組 入 額 合 計 △ 657 △ 853 196

消 費 収 入 の 部 合 計 9,665 9,865 △ 200

(消費支出の部)

科 目 23 年 度 決 算 22 年 度 決 算 増 減
（23年度-22年度）

人 件 費 5,559 5,766 △ 207

教 育 研 究 経 費 2,804 2,864 △ 60

管 理 経 費 741 790 △ 49

借 入 金 等 利 息 55 61 △ 6

資 産 処 分 差 額 21 15 6

徴 収 不 能 引 当 金 繰 入 額 1 11 △ 10

消 費 支 出 の 部 合 計 9,180 9,506 △ 326

当 年 度 消 費 収 入 超 過 額 484 359
当 年 度 消 費 支 出 超 過 額
前 年 度 繰 越 消 費 支 出 超 過 額 △ 4,363 △ 4,722

基 本 金 取 崩 額 29 0

翌 年 度 繰 越 消 費 支 出 超 過 額 △ 3,850 △ 4,363

帰 属 収 支 差 額 1,142 1,212 △ 70

消費収支計算書

当期の消費収入は、帰属収入が１０３億２千２百万円（対前年度比３億９千６百万円減）となり、そ
こから基本金組入額６億５千７百万円を差し引き９６億６千５百万円（対同比２億円減）となった。ま
た、消費支出は９１億８千万円（対同比３億２千６百万円減）となり、この結果収支の差が４億８千４
百万円（対同比１億２千５百万円増）の収入超過となった。これに基本金取崩額２千９百万円と前年度
繰越消費支出超過額４３億６千３百万円を合わせ、翌年度繰越消費支出超過額は３８億５千万円となっ
た。なお、帰属収入と消費支出の差である帰属収支差額は１１億４千２百万円（対同度比７千万円減）
の収入超過となり、消費支出比率は８８．９％と前年度に比べ０．２ポイント減少した。
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３．貸借対照表

資産の部 ( 単位：百万円 )

本 年 度 末 前 年 度 末 増 減
(本年度末-前年度末)

43,695 42,879 816

有形固定資産 32,022 32,712 △ 690

その他の固定資産 11,673 10,167 1,506

11,101 11,364 △ 263

合計 54,796 54,243 553

負債の部､基本金の部､消費収支差額の部

本 年 度 末 前 年 度 末 増 減
(本年度末-前年度末)

4,716 5,071 △ 355

2,012 2,245 △ 233

計 6,728 7,316 △ 588

51,918 51,290 628

△ 3,850 △ 4,363 513

54,796 54,243 553

(参考)

正味資産 48,068 46,927 1,141

※ 正味資産 ＝ 資産 － 負債  { 基本金＋消費収支差額 }

減価償却額の累計額 21,538 20,543 995

基 本 金 未 組 入 額 2,468 2,785 △ 317

資
産
の
部

貸借対照表

基本金の部　計

消費収支差額の部　計

負債の部基本金の部
及び消費収支差額の部合計

固定負債

流動負債

科 目

当期資金収支及び消費収支の結果、本学の財産状況を示す貸借対照表は以下のとおりであ
る。資産の部の固定資産は、有形固定資産が大学５号館増築部省エネ改修工事、大学５号館映
像表現実習室整備工事や電波障害対策アンテナの除却、備品・図書の取替更新による取得など
で３２０億２千２百万円となった。また、その他の固定資産は有価証券の購入及び減価償却・
退職給与・施設設備・学校運営引当特定資産の繰入などにより１１６億７千３百万円となり、
固定資産合計で対同比８億１千６百万円増の４３６億９千５百万円となった。流動資産では、
現金・預金が１０６億７千万円と対同比１億９千４百万円減少し、合計で対同比２億６千３百
万円減の１１１億１百万円となった。この結果、資産の部合計では５４７億９千６百万円（対
同比５億５千３百万円増）となった。
また、負債の部では長期借入金や退職給与引当金を主とする固定負債が借入金の返済による
減少を主因として４７億１千６百万円となり、前受金や短期借入金を主とする流動負債が２０
億１千２百万円となったので、負債合計で対同比５億８千８百万円減の６７億２千８百万円と
なった。
さらに、基本金の部は借入金の返済及び建物の改修・整備や備品の取替更新、図書・ソフト
ウェアの取得などによる組入により対同比６億２千８百万円増加し５１９億１千８百万円と
なった。

負
債
の
部

科 目

固定資産

流動資産
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( 消費収入の部 )

平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度

7,820 7,970 8,022 8,277 8,191 

294 288 310 320 304 

76 55 84 66 60 

1,251 1,127 1,225 1,288 1,101 

109 102 116 111 112 

1 2 1 1 1 

191 208 222 183 193 

335 238 273 472 360 

10,076 9,990 10,253 10,718 10,322 

△1,377 △972 △1,429 △853 △657 

8,700 9,018 8,824 9,865 9,665 

( 消費支出の部 )

平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度

5,637  5,556  5,455  5,766  5,559  

2,850  2,859  2,879  2,864  2,804  

(1,034) (1,019) (1,065) (1,075) (1,090) 

839  735  722  790  741  

(135) (127) (131) (136) (139) 

78  73  66  61  55  

1  59  41  15  21  

0  0  0  11  1  

9,404  9,282  9,163  9,507  9,180  

－ － － 359  484  

△705  △264  △339  － －

△3,419  △4,118  △4,383  △4,722  △4,363  

5  0  0  0  29  

△4,118  △4,383  △4,722  △4,363  △3,850  

帰属収支差額(帰属収入－消費支出)の推移 ( 単位：百万円 )

平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度

672 708 1,090 1,212 1,142 

人 件 費

翌 年 度 繰 越 消 費 支 出 超 過 額

（ 内 減 価 償 却 ）

区 分

当 年 度 消 費 支 出 超 過 額

教 育 研 究 経 費

当 年 度 消 費 収 入 超 過 額

（ 内 減 価 償 却 ）

資 産 処 分 差 額

借 入 金 等 利 息

帰 属 収 支 差 額

消 費 支 出 の 部 合 計

徴 収 不 能 引 当 金 繰 入 額

基 本 金 取 崩 額

前 年 度 繰 越 消 費 支 出 超 過 額

管 理 経 費

４．財務関係資料

(１)消費収支の推移

寄 付 金

手 数 料

学 生 生 徒 等 納 付 金

科 目 年 度

資 産 売 却 差 額

科 目 年 度

( 単位：百万円 )

資 産 運 用 収 入

補 助 金

消 費 収 入 の 部 合 計

基 本 金 組 入 額 合 計

帰 属 収 入 合 計

雑 収 入

事 業 収 入

参 考
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(資産の部)

平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度

42,769 41,398 41,551 42,879 43,695 

32,484 32,263 33,129 32,712 32,022 

土 地 12,823 12,683 12,683 12,683 12,683 

建 物 15,733 15,289 16,444 16,148 15,545 

そ の 他 3,929 4,291 4,002 3,881 3,794 

10,285 9,135 8,422 10,167 11,673 

有 価 証 券 3,695 2,847 2,598 3,598 4,099 

特 定 資 産 5,750 5,450 5,650 6,350 7,350 

(内、退職給与引当特定資産) (1,750) (1,850) (1,950) (2,050) (2,150)

第 2 号 基 本 金 引 当 資 産 700 700 0 0 0 

第 3 号 基 本 金 引 当 資 産 114 114 119 119 119 

そ の 他 25 24 55 100 105 

9,659 11,341 11,954 11,364 11,101 

現 金 ･ 預 金 9,239 10,498 11,630 10,864 10,700 

立 替 金 0 559 0 0 0 

そ の 他 420 284 324 500 401 

52,428 52,739 53,505 54,243 54,796 

( 負債の部、基本金の部および消費収支差額の部)

平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度

6,199 5,818 5,472 5,071 4,716 

長 期 借 入 金 3,324 3,023 2,739 2,456 2,267 

退 職 給 与 引 当 金 2,860 2,782 2,699 2,593 2,438 

そ の 他 15 12 34 22 11 

2,312 2,296 2,318 2,245 2,012 

短 期 借 入 金 323 301 284 284 189 

前 受 金 1,644 1,632 1,663 1,516 1,405 

そ の 他 346 363 371 445 418 

8,511 8,113 7,790 7,316 6,728 

46,617 47,589 49,713 50,566 51,194 

700 700 0 0 0 

114 114 119 119 119 

605 605 605 605 605 

48,036 49,008 50,437 51,290 51,918 

△4,118 △4,383 △4,722 △4,363 △3,850 

52,428 52,739 53,505 54,243 54,796 

そ の 他 の 固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

科 目 年 度

第 1 号 基 本 金

第 2 号 基 本 金

第 3 号 基 本 金

科 目 年 度

負 債 の 部 合 計

　流　動　負　債

(２)貸借対照表の推移

( 単位：百万円 )

負債の部、基本金の部および消費収支
差 額 の 部 の 合 計

消 費 収 支 差 額 の 部

基 本 金 の 部 合 計

第 4 号 基 本 金

　固　定　資　産

　流　動　資　産

　固　定　負　債

資 産 の 部 合 計
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(３)帰属収入と消費支出の推移

10,076
9,990

10,253

10,718

10,322

9,404
9,282 9,163

9,507

9,180

93.3

92.9

89.4

88.7
88.9

8,000

8,500

9,000

9,500

10,000

10,500

11,000

平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度

（百万円）

86.0

87.0

88.0

89.0

90.0

91.0

92.0

93.0

94.0

（％）

帰属
収入

消費
支出

消費
支出
比率

(４)対帰属収入比率の推移

77.6 79.8 78.2 77.2 79.4

55.9 55.6 53.2 53.8 53.9

28.3 28.6 28.1 26.7 27.2

12.4 11.3 11.9 12.0 10.7

0.8 0.5 0.8 0.6 0.6
0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

80.0

90.0

平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度

（％）

学生生徒等納
付金比率

人件費比率

教 育 研 究　
経 費 比 率

補助金比率

寄付金比率
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(６)負債の推移

61.2
66.5

72.3

79.1

88.2

19.4 18.2 17.0 15.6 14.0
16.2 15.4 14.6 13.5 12.3

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

80.0

90.0

100.0

平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度

（％）

退職給与
引当預金率

負債比率

総負債比率

9,659

10,285

32,484

11,341

9,135

32,263

11,954

8,422

33,129

11,364

10,167

32,712

11,101

11,673

32,022

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度

(５)資産構成の推移

有　　　形
固定資産

その他の
固定資産

流動資産

（百万円）
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(７)消費収支差額と自己資金の推移

92.9 93.6 94.3 94.8 95.5

83.8 84.6 85.4 86.5 87.7

18.4
21.5 22.3 21.0 20.3

△ 7.9 △ 8.3 △ 8.8 △ 8.0 △ 7.0
-20.0

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

120.0

平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度

（％）

基本金比率

自己資金
構成比率

流動資産
構成比率

消費収支差額
構成比率

(８)資産・負債・正味資産の推移

52,428 52,739 53,505 54,243 54,796

8,511 8,113 7,790

43,917 44,626

7,316 6,728

45,715 46,927
48,068

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度

（百万円）

資産

負債

正味
資産
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